
一般社団法人 全国専門学校教育研究会

研修実施状況に関するアンケート調査

- 都道府県協会等・関係団体アンケート集計 -
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■ 目的

■ 概要

・専修学校関連団体での研修実施体制および研修実施状況について
調査する。

＊各都道府県において「情報公開セミナー」の普及
＊新たに開発する研修プログラムの普及に関する基礎資料

調査対象：全国専修学校各種学校総連合会関連団体 61団体
＊都道府県専修学校協会（47）、課程別部会（4）、分野別部会（10）

調査期間：平成２９年１１月１０日～２７日

調査方法：アンケート調査および定款、総会資料等の回収



■ 調査結果
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アンケート回答状況

専修学校関連業務担当職員

専任 両方 兼任

17 9 23

回収 未回収

49 12



■ 情報公開を活かした専修学校の
質保証・向上の取組支援について
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情報提供・指導 評価・助言

専修学校の質保証・向上に向けた教育
活動の積極的な情報公開を促すため
の情報提供や指導

専修学校が公開している情報に対する
評価や助言

都道府県内の専修学校の「教育活動等に関する情報公開」に
ついて、指導や働きかけを実施していますか

実施 未実施

28 21

実施 未実施

7 42



■ 研修に関わる組織や体制の設置状況に
ついて
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研修企画組織の有無 研修企画組織の構成員数

協会内に、研修を企画する委員会等の
組織がありますか

「ある」と回答された場合は、構成員の
人数もご記入ください

ある ない

28 21



■ 研修の実施状況について
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研修実施状況

直近2年間に、都道府県内の専修学校教職員を対象
に職能開発を目的とした研修を実施していますか

実施 未実施
昨年実施
今年未実施

35 13 1



「実施している」「昨年は実施したが今年
は実施していない」と回答された場合、

具体的にどのような方を対象とした研修
を実施されましたか

「実施している」「昨年は実施したが今年
は実施していない」と回答された場合、

研修を実施する際に、企業や施設等や、
学校、国や自治体との連携、大学や訓練
施設との連携などが行われていますか

■ 研修の実施状況について
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研修対象者

連携対象



■ 研修の実施状況について
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研修未実施の理由

「実施していない」と回答された場合、
実施しない理由としてあげるとすればどんなことがありますか

＜その他理由＞
・今年度実施予定 ・私学振興会の研修 ・全専各、TCEと共同



■ 専門学校「教員」としての専門性・
能力を育成する研修

9

総合的理解

知識・スキル

専門学校教育・教員について
の総合的な理解を促す研修

指導・評価方法

教育課程の編成
に関する知識や
スキルを高めら
れる研修

教育実践や指導・
評価方法を学ぶ
ための研修

実施 未実施

27 22

実施 未実施

16 33

実施 未実施

20 29



■ 専門学校「職員」としての専門性・
能力を育成する研修

10

学校運営・学科経営

専門学校職員としての力量を育成する研修
（学校運営、学科経営）

実施 未実施

16 33
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■ 総会資料から見た研修実施内容
２５７テーマ
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■ 教員を対象とした教育関連研修

〇テーマ数 １１３テーマ 44.0%

〇カテゴリー
１．教育
キャリア財団系の新任教員研修、准教員研修、総合自由科目 （具体的な研修内容が不明確）

２．心理系
青年心理学、カウンセリング、メンタルヘルス、ストレス関係等の心にアプローチする研修

３．教育方法
教育方法論、授業実践、コーチング、アクティブラーニング、コミュニケーションなどの手法

４．職業教育
職業教育、専修学校教育等のタイトルで研修実施

５．キャリア関係
キャリア教育、キャリア・サポート・マネジメント（CSM）等

６．学生指導
不登校生に対する指導、事例紹介系の研修

７．教育評価

自己点検評価の事例発表等
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■ 学校運営や学校経営関連研修

〇テーマ数 64テーマ 24.9%

〇カテゴリー
１．学校・教育関連制度
文部科学省からの教育施策に関連する説明や全専各連からの現状説明、1条校と専修学校との
法的・制度的違い等を説明する研修

２．学校運営
学校法人会計、労務管理、コンプライアンス関係から学生募集等の研修

３．学校経営
新学校種関連、2020年問題、大学入試改革、シンギュラリティ、人口減少等近未来を見据えた
研修や現状のトレンド等を把握するための研修
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■ その他の研修

〇テーマ数 80テーマ 31.1%

〇カテゴリー
１．留学生
トラブル対応、犯罪防止をはじめ在籍中の留学生に対する指導事例、入管法等に関する知識、
就職事情に関する情報共有等の研修。介護分野等の事例紹介なども始まっている。

２．人権
人権、同和問題の研修。最近ではインターネットと人権等をテーマとした研修も行われている。

３．知識、一般教養
多種多様なトピックを紹介。（どうぶつと生きる、服のチカラ、日本一のキセキ、応急処置、、、）

４．高等課程対象研修

５．高校からの情報提供

６．各種学校関係
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■ まとめ

【目的】

各都道府県や分野別協会等において「情報公開セミナー」や新たに開発する
研修プログラムの普及を依頼できそうな団体見出す。

【抽出要件として下記を設定した場合】
①毎年定期的に教員の能力向上と学校運営系研修を実施している。
②研修を企画するため組織を設置している。
③大学、企業、自治体等と連携して研修を行っている。

【普及を依頼できる可能性がある団体】
１０団体（９都道府県協会、１分野別専門部会）

【要件から③は当てはまらないが普及を依頼できる可能性がある団体】
５団体（５都道府県協会）
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【補足】 ■ 各協会のHPによる情報公開状況

有り 無し

58 3

公開書類HPの有無



ご清聴ありがとうございました。

一般社団法人全国専門学校教育研究会
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